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既存の飲食店（資本金または出資金の総額が

５千万円以下）で、次の要件をすべて満たすこと。

☑ 客席面積が100㎡以下であること

☑ 従業員（親族（６親等以内）及び家事

使用人を除く）を雇用していること

☑ 過去３年度において法令違反がないこと

☑ 秋田県に納付（納入）すべき県税に滞納

がないこと

秋田 健康寿命日本一 検索

☑ 対象経費：補助対象事業に係る経費

（工事費、外注費、備品購入費等）

☑ 補助割合：９／１０

☑ 上 限 額：１０万円

健康増進法及び秋田県受動喫煙防止条例に基づき、令和２年４月１日から、

従業員がいる飲食店等は原則として屋内禁煙となります。

※①、②は単独もしくは両方の実施が対象となります。

※③のみの申請はできません。



飲食店等は原則屋内禁煙となることから、喫煙は専用の喫煙室でのみ可能となります。この際に設置可能な喫煙室のタイプに

ついては、飲食店の経営形態等によって異なります。喫煙室の設置を検討される場合には、次の要件等を確認してください。

標識の掲示
が義務づけ

飲食店においては、
店内禁煙か、喫煙室
があるかどうかにつ
いて店頭に掲示しな
ければなりません。

【既存特定飲食提供施設】

１ 出入口において室外から室内に流入する空気の気流が０．２ｍ毎秒以上であること

２ たばこの煙（蒸気を含む。以下同じ。）が室内から室外に流出しないよう、壁、天井等によって区画されていること

３ たばこの煙が屋外又は外部に排気されていること

店内に下記の基準１～３を満たす

「喫煙専用室」を設置する必要が
あります。

従業員への
受動喫煙対策

事業主(管理者)は、
従業員の受動喫煙防
止に取り組むよう努め
なければなりません。

20歳未満は
立入禁止！

20歳未満の方は、従業
員も喫煙が可能となっ
ている場所に立ち入るこ
とはできません。

飲食店等は令和２年４月１日から

【原則屋内禁煙】となるほか、
以下の規制の対象となります

１．令和２年４月１日時点で営業している店舗であること

２．資本金または出資の総額５，０００万円以下であること

３．客席面積が100㎡以下であること

※「喫煙専用室」では、飲食できません。

店内に下記の基準１～３を満たす「喫煙専用室」または
「喫煙可能室」を設置する必要があります。

※「喫煙専用室」では、飲食できませんが、「喫煙可能室」
では、飲食が可能です。

※下記の基準２を満たすことにより、店内の全部を「喫煙
可能室」とすることもできます。

令和７年４月以降は「喫煙
可能室」を設置できません

ので、「喫煙専用室」を設
置する必要があります。

加熱式たばこに限り喫煙及び飲食が可能な、

下記の基準１～３を満たす「加熱式たばこ専用

喫煙室」を設置できますが、受動喫煙防止のた
め、できるだけ紙巻きたばこと同じ「喫煙専用室」

での喫煙をお願いします。

改装費等の

補助が受け

られます。

（表面参照）

☏ ０１８－８６０－１４２９

従業員がいる場合は


